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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第２四半期
連結累計期間

第８期
第２四半期
連結累計期間

第７期

会計期間
自 平成25年３月１日
至 平成25年８月31日

自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日

自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日

売上高 (百万円) 558,693 557,625 1,146,319

経常利益 (百万円) 16,893 17,909 40,502

四半期(当期)純利益 (百万円) 20,464 7,801 31,568

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 23,155 9,348 37,257

純資産額 (百万円) 411,000 427,960 422,215

総資産額 (百万円) 999,806 1,000,636 998,730

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 77.49 29.56 119.55

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 77.48 29.56 119.53

自己資本比率 (％) 36.1 37.5 37.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 31,780 25,254 37,532

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,395 △8,703 △8,858

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △27,675 △20,092 △32,027

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 33,319 27,741 31,276

 

回次
第７期
第２四半期
連結会計期間

第８期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年６月１日
至 平成25年８月31日

自 平成26年６月１日
至 平成26年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.79 10.90

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 平成26年９月１日付で普通株式２株を１株に併合しております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が

行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利

益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む主な事業内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有

価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成26年３月１日～平成26年８月31日）の日本経済は、個人消費

に消費税率引き上げ前の駆け込み需要による増加とその反動による減少が見られるなど不安定で

力強さに欠ける動きとなりましたが、政府や日本銀行の経済・金融政策の効果もあり、企業収益

や雇用情勢に改善の動きが見られるなど、緩やかな回復基調が続きました。

百貨店業界では、３月は消費税率引き上げ前の駆け込み需要により、耐久財や高額品を中心に

売上高が大幅に増加したものの、４月はその反動により大幅な減少となりました。減少幅は月を

追うごとに縮小しましたが、大雨や台風など天候不順の影響も受けて、緩やかな改善に止まりま

した。

このような状況の中、当社グループは、百貨店を核に複数の事業を展開するマルチリテイラー

としての発展に向けて、既存事業の競争力と収益力の一段の強化をはかるとともに、経営資源の

成長分野への重点的な投入を進めました。

百貨店事業につきましては、幅広い顧客層に支持される魅力的な店づくりと収益性の高い店舗

運営体制の構築による業態革新を目指す「新百貨店モデル」の確立に向けた取り組みを加速させ

ました。その一環として、大丸京都店では、10年振りとなる食品フロアのリニューアルを完成さ

せるとともに、新たな周辺店舗として京都地区初となる「東急ハンズ」を６月にオープンさせた

ほか、各店においても魅力ある店づくりと各地区での競争力向上に取り組みました。

また、平成28年の開業を目指す銀座六丁目地区市街地再開発事業につきましては、４月に建築

着工いたしました。松坂屋上野店南館につきましては、３月に閉館し、平成29年の開業に向け建

替え工事に着手し、本館は近隣顧客の暮らしに密着した利便性の高い百貨店として改装オープン

いたしました。

パルコ事業につきましては、福岡パルコにおいて本年11月の新館開業及び来年春の隣接ビルへ

の増床に向けた取り組みを推進するとともに、３月には仙台駅西口地区に「新たな商業施設」を

出店することを決定し、平成28年開業に向けて、開発計画を進めました。

オムニチャネル・リテイリングの推進につきましては、インターネットで注文した商品を自宅

や希望の店舗で受け取れる「クリック＆コレクト」での取り扱いブランドやアイテムの拡大に向

けた取り組みを進めました。
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海外事業につきましては、中国・上海市での本格的な高級百貨店の新設・運営に関する業務提

携について、来年１月の開業を目指して着実に取り組みを進めました。また、台湾で雑貨小売店

「ＰＬＡＺＡ ＴＯＫＹＯ」を展開するＪＦＲプラザでは、今秋の３店舗開店に向けた取り組みを

進めました。

また、より強固な経営体質の構築に向け、グループレベルで組織・要員構造の改革を進めると

ともに、あらゆる経費構造の見直しをはかるなど、経営効率の向上に取り組みました。

以上のような諸施策に取り組みました結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高

は前年同四半期に比べ０．２％減の５，５７６億２５百万円、営業利益は２．７％増の１８４億

６百万円、経常利益は６．０％増の１７９億９百万円、四半期純利益は前年の関係会社株式売却

益の反動により６１．９％減の７８億１百万円となりました。

 

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

 

＜百貨店事業＞

３月は消費税率引き上げ前の駆け込み需要により、高額品を中心に好調に推移しましたが、４

月・５月はその反動が大きく、６月以降は徐々に回復したものの、天候不順も相まって店頭売上

は厳しい状況となりました。

松坂屋上野店では、南館建替えのため、本館一館体制として３月12日にリニューアルグランド

オープンいたしました。近隣にお住まいのシニア層を中心顧客に設定し、商品はもとより、サー

ビス面も拡充することで「私たちの百貨店」と感じていただける店づくりを実施いたしました。

大丸京都店では、６月に10年振りとなる食品フロアの改装を行いました。大丸神戸店や松坂屋

名古屋店で好評を頂いております食のスペシャリティーゾーンである「ターブル プリュス」をは

じめ、全国初となる京都吉兆のグローサリー・ギフト・惣菜の複合ショップや、「茅乃舎」など

関西初・京都初のショップをオープンいたしました。また、新たな周辺店舗として、京都地区初

となる「東急ハンズ」を６月19日にオープンいたしました。

加えて、外国人観光客に向けた品揃えやサービスを強化した結果、免税売上高が大幅に増加い

たしました。さらに、お得意様営業の新規顧客開拓や、店頭での自社カード開拓にも精力的に取

り組みました。

以上のような諸施策に取り組みました結果、売上高は前年同四半期に比べ１．５％減の

３，６８３億７３百万円となり、営業利益は０．２％増の８７億６百万円となりました。

 

＜パルコ事業＞

主力のショッピングセンター事業では、仙台駅西口地区に「新たな商業施設」を出店すること

や名古屋パルコの隣接区画へ建設される新規ビルへ出店することを決定し、都心部での事業拠点

拡大をはかるとともに、本年秋の福岡パルコ新館及び名古屋ゼロゲートの開業に向けた業務を推

進いたしました。

また、既存パルコ店舗において、都心型店舗を中心に実施した改装が奏功したことに加え、専

門店事業についても出店及び販売促進施策強化等により好調に推移した結果、売上高は前年同四

半期に比べ１．５％増の１，３３１億６５百万円、営業利益は５．９％増の６１億９２百万円と

なりました。
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＜卸売事業＞

化学品が売上を伸ばしたものの、電子デバイス部門・生活産業部門の不調により売上高は前年

同四半期に比べ９．２％減の２８３億２１百万円、営業利益は９．４％減の５億６百万円となり

ました。

 

＜クレジット事業＞

大丸松坂屋百貨店お得意様ゴールドカードのクレジットカード化によって加盟店手数料が大幅

に増加した結果、売上高は前年同四半期に比べ１９．７％増の５２億３０百万円となり、営業利

益は２３．４％増の１７億９１百万円となりました。

 

＜その他事業＞

その他事業では、フォーレストの連結子会社化により売上高は前年同四半期に比べ９．５％増

の４８０億８８百万円となりましたが、Ｊ.フロント建装が前年の大型改装工事売上の反動で減益

となり、営業利益は２０．５％減の１２億２５百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は１兆６億３６百万円となり、前連結会計年度末に比

べ１９億６百万円増加いたしました。一方、負債合計は５，７２６億７５百万円となり、前連結

会計年度末に比べ３８億４０百万円減少いたしました。純資産合計は４，２７９億６０百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ５７億４５百万円増加いたしました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物」の残高は、前連結会計年度末

に比べ３５億３４百万円減の２７７億４１百万円となりました。

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。

 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

 営業活動によるキャッシュ・フローは２５２億５４百万円の収入となりました。前第２四半

期連結累計期間との比較では、前年の松坂屋銀座店再開発補償金受入れの反動などにより６５

億２６百万円の収入減となりました。

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

 投資活動によるキャッシュ・フローは８７億３百万円の支出となりました。前第２四半期連

結累計期間との比較では、固定資産の取得による支出が減少した一方で、子会社株式の売却に

よる収入がなくなったことにより３３億８百万円の支出増となりました。

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 財務活動によるキャッシュ・フローは２００億９２百万円の支出となりました。前第２四半

期連結累計期間との比較では、借入金の返済を進めましたが、前年に対しては７５億８３百万

円の支出減となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針について定めており、その内容は次のとおりで

あります。

 

① 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内

容や当社グループの企業価値の源泉を十分に理解し、当社グループの企業価値ひいては株主共同

の利益を継続的かつ持続的に確保し、これを向上していくことを可能とする者であることが必要

であるものと考えております。

当社は、当社が上場会社であることから、当社の株主の在り方については、一般的には金融商

品取引所における自由な市場取引を通じて決まるものであり、特定の株主又は特定の株主グルー

プによって当社株式の一定規模以上の取得行為（以下「大量取得行為」といいます。）が行われ

る場合であっても、当該大量取得行為が当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資す

るものであれば、一概にこれを否定するものではなく、これに応じるか否かについては、最終的

には株主の皆さまのご判断に委ねられるべきものと考えております。

しかしながら、大量取得行為の中には、その目的等からして当社グループの企業価値に対する

明白な侵害をもたらすもの、株主の皆さまに当社株式の売却を事実上強要するおそれがあるも

の、当社取締役会や株主の皆さまが大量取得者の提案内容等について検討し、又は当社取締役会

が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないものなど、当社グループの企業価値を

毀損する重大なおそれをもたらすものも想定されます。

このような当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量取得行為を行う者

（以下「大量取得者」といいます。）は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として

は不適切であり、当社は、このような大量取得行為に対しては、大量取得者による情報提供並び

に当社取締役会による検討及び評価といったプロセスを確保するとともに、当社グループの企業

価値ひいては株主共同の利益の毀損を防止するため、当社取締役会及び株主の皆さまが大量取得

者の提案内容を検討するための十分な時間を確保することこそが、株主の皆さまから当社経営の

負託を受けた当社取締役会の責務であると考えております。

 

② 基本方針の実現に資する取組み

当社グループは、大丸・松坂屋の創業以来、その企業理念、伝統精神である「先義後利（義を

先にして利を後にする者は栄える）」、「諸悪莫作 衆善奉行（諸悪をなすなかれ、多くの善行を

行え）」、「人の利するところにおいて、われも利する」に基づき、永年にわたって呉服商、百

貨店業を営んでまいりました。

当社は、当社グループの企業価値の源泉は、これらの理念、精神に基づくことにより築き上げ

られてきた、お客さま及び社会との信頼関係にあるものと考えております。
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そこで、当社は、これらの理念、精神に共通する「お客さま第一主義」、「社会への貢献」を

体現するため、当社グループの基本理念として「時代の変化に即応した高質な商品・サービスを

提供し、お客さまの期待を超えるご満足の実現を目指す」、「公正で信頼される企業として、広

く社会への貢献を通じてグループの発展を目指す」ことを掲げ、この基本理念に基づき、当社グ

ループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保及び向上に資するため、当社グループのビジョ

ンである「百貨店事業を核とした、質・量ともに日本を代表する小売業界のリーディングカンパ

ニーの地位の確立」を目指し、さまざまな施策に取り組んでおります。

 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組み

当社は、現在のところ、大量取得者が出現した場合の具体的な取組み、いわゆる買収防衛策に

ついて特にこれを定めてはおりません。

しかしながら、大量取得者が出現した場合には、当社グループの企業価値の毀損を防止するた

め、大量取得者の属性、大量取得行為の目的、大量取得者が提案する財務及び事業の方針、株主

の皆さま及び当社グループのお客さま・お取引先さま・従業員・当社グループを取り巻く地域社

会その他のステークホルダーに対する対応方針など、大量取得者に関するこれらの情報を把握し

た上で、当該大量取得行為が当社グループの企業価値に及ぼす影響を慎重に検討する必要がある

ものと考えます。

したがって、このような場合には、当社は、当社社内取締役から独立した立場にある社外役員

及び有識者をメンバーとする独立委員会を設置し、その勧告意見を踏まえた上で、当該大量取得

者が前記の基本方針に照らして不適切な者であると判断されるときは、必要かつ相当な対抗措置

を講じることにより、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保する所存でありま

す。

 

④ 具体的な取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社グループで策定するさまざまな施策は、当社グループの基本理念に基づいて策定されてお

り、当社グループの企業価値の源泉であるお客さま及び社会との信頼関係の更なる構築を目指す

ものであります。したがって、これらの施策は、基本方針の内容に沿うものであり、当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであると考えております。

また、基本方針に照らして不適切な者であると判断される大量取得者に対して必要かつ相当な

対抗措置を講じることについては、当社社内取締役からの独立性が確保されている独立委員会の

勧告意見を踏まえて判断することにより、その判断の公正性・中立性・合理性が担保されてお

り、当社グループの企業価値・株主共同の利益を損なうものではないとともに、当社の会社役員

の地位の維持をその目的とするものではないと考えております。

 

(5) 研究開発活動

特記事項はありません。
 

EDINET提出書類

Ｊ．フロント　リテイリング株式会社(E03516)

四半期報告書

 7/24



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,000,000,000

計 2,000,000,000

（注）平成26年５月22日開催の第７期定時株主総会決議に基づき、平成26年９月１日付で株式併合に伴う定款変更が行

われ、発行可能株式総数は1,000,000,000株減少し1,000,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年10月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 536,238,328 268,119,164

東京証券取引所
市場第一部
名古屋証券取引所
市場第一部

単元株式数
1,000株

計 536,238,328 268,119,164 － －

（注）１ 「提出日現在発行数」欄には、平成26年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２ 平成26年５月22日開催の第７期定時株主総会決議に基づき、当社の発行する普通株式について、平成26年９

月１日付で２株を１株の割合で併合し、発行済株式総数は268,119,164株減少し268,119,164株となっており

ます。

３ 平成26年５月22日開催の第７期定時株主総会決議に基づき、平成26年９月１日付で株式併合に伴う定款変更

が行われ、単元株式数は1,000株から100株となっております。

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年６月１日～
平成26年８月31日

－ 536,238 － 30,000 － 7,500

（注）平成26年５月22日開催の第７期定時株主総会決議に基づき、当社の発行する普通株式について、平成26年９月１

日付で２株を１株の割合で併合し、発行済株式総数は268,119,164株減少し268,119,164株となっております。
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(6)【大株主の状況】

 平成26年８月31日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 31,092 5.79

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 23,033 4.29

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 21,553 4.01

Ｊ.フロント リテイリング

共栄持株会

東京都中央区八重洲二丁目１番１号

ヤンマー東京ビルディング
13,679 2.55

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 12,500 2.33

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 11,464 2.13

資産管理サービス信託銀行株式会社

（投信受入担保口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 10,369 1.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（三井住友信託銀行再信託分・株式

会社三井住友銀行退職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,409 1.19

Ｊ.フロント リテイリング

従業員持株会
東京都中央区八重洲二丁目１番１号 5,930 1.10

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 5,736 1.06

計 － 141,769 26.43

（注）１ Ｊ.フロント リテイリング共栄持株会は当社グループの取引先企業で構成されている持株会であります。

２ 上記のほか自己株式が8,198千株あり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は1.52％であります。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成26年８月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

8,198,000
－ －

(相互保有株式)
普通株式

798,000
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

516,884,000
516,884 －

単元未満株式
普通株式

10,358,328
－ －

発行済株式総数 536,238,328 － －

総株主の議決権 － 516,884 －

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20,000株(議決権20個)含まれて

          おります。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式215株及び相互保有株式200株がそれぞれ含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年８月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
Ｊ.フロント リテイリング㈱

東京都中央区銀座
六丁目10番１号

8,198,000 － 8,198,000 1.52

(相互保有株式)
㈱白青舎

東京都千代田区岩本町
一丁目３番９号

798,000 － 798,000 0.14

計 － 8,996,000 － 8,996,000 1.67

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年

６月１日から平成26年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年３月１日から平成26年

８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビュー

を受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 34,728 30,509

受取手形及び売掛金 66,265 72,654

有価証券 400 854

たな卸資産 ※１ 29,690 ※１ 28,172

繰延税金資産 11,663 12,079

その他 32,502 30,272

貸倒引当金 △221 △206

流動資産合計 175,031 174,336

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 183,380 ※２ 181,611

土地 ※２ 349,701 ※２ 349,704

建設仮勘定 115,273 118,645

その他（純額） ※２ 5,199 ※２ 5,014

有形固定資産合計 653,554 654,974

無形固定資産   

のれん 2,638 2,321

その他 40,825 40,823

無形固定資産合計 43,463 43,145

投資その他の資産   

投資有価証券 39,792 39,375

長期貸付金 1,537 1,524

敷金及び保証金 65,566 65,399

繰延税金資産 3,074 3,561

その他 19,289 20,863

貸倒引当金 △2,651 △2,602

投資その他の資産合計 126,608 128,122

固定資産合計 823,626 826,242

繰延資産   

社債発行費 72 57

繰延資産合計 72 57

資産合計 998,730 1,000,636
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年８月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 86,501 93,126

短期借入金 31,265 27,309

コマーシャル・ペーパー 32,192 26,993

未払法人税等 4,999 6,387

前受金 18,651 19,172

商品券 37,853 37,898

賞与引当金 5,710 5,608

役員賞与引当金 201 －

返品調整引当金 27 24

単行本在庫調整引当金 129 129

販売促進引当金 736 721

商品券等回収損失引当金 12,331 12,755

事業整理損失引当金 94 －

店舗建替損失引当金 － 1,320

その他 52,429 55,082

流動負債合計 283,124 286,528

固定負債   

社債 24,000 24,000

長期借入金 100,492 93,639

繰延税金負債 104,890 106,357

再評価に係る繰延税金負債 1,279 1,279

退職給付引当金 17,049 17,062

役員退職慰労引当金 56 43

店舗建替損失引当金 1,320 －

その他 44,300 43,763

固定負債合計 293,390 286,146

負債合計 576,515 572,675

純資産の部   

株主資本   

資本金 30,000 30,000

資本剰余金 209,557 209,557

利益剰余金 134,178 138,811

自己株式 △6,343 △6,362

株主資本合計 367,392 372,006

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,357 2,453

繰延ヘッジ損益 △25 △3

為替換算調整勘定 449 395

その他の包括利益累計額合計 2,780 2,845

新株予約権 15 15

少数株主持分 52,025 53,093

純資産合計 422,215 427,960

負債純資産合計 998,730 1,000,636
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年８月31日)

売上高 558,693 557,625

商品売上高 553,635 552,528

不動産賃貸収入 5,058 5,096

売上原価 439,674 438,647

商品売上原価 436,684 435,634

不動産賃貸原価 2,989 3,012

売上総利益 119,019 118,978

販売費及び一般管理費 ※ 101,093 ※ 100,572

営業利益 17,925 18,406

営業外収益   

受取利息 202 191

受取配当金 319 305

債務勘定整理益 1,601 1,548

持分法による投資利益 － 304

その他 411 363

営業外収益合計 2,534 2,714

営業外費用   

支払利息 937 769

固定資産除却損 468 142

商品券等回収損失引当金繰入額 1,777 1,747

持分法による投資損失 53 －

その他 328 551

営業外費用合計 3,566 3,211

経常利益 16,893 17,909

特別利益   

投資有価証券売却益 15 198

関係会社株式売却益 18,479 －

受取補償金 4,510 －

特別利益合計 23,005 198

特別損失   

固定資産処分損 1,840 1,324

投資有価証券評価損 25 19

減損損失 629 88

店舗建替関連損失 3,122 －

事業構造改善費用 3,421 －

事業整理損 97 －

工事補償関連費用 － 650

その他 579 52

特別損失合計 9,716 2,134

税金等調整前四半期純利益 30,181 15,973

法人税、住民税及び事業税 7,264 6,109

法人税等調整額 1,032 515

法人税等合計 8,297 6,625

少数株主損益調整前四半期純利益 21,884 9,347

少数株主利益 1,420 1,545

四半期純利益 20,464 7,801
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 21,884 9,347

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,038 40

繰延ヘッジ損益 △47 27

為替換算調整勘定 216 △55

持分法適用会社に対する持分相当額 63 △11

その他の包括利益合計 1,270 0

四半期包括利益 23,155 9,348

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 21,649 7,866

少数株主に係る四半期包括利益 1,505 1,481
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 30,181 15,973

減価償却費 8,888 8,713

減損損失 2,436 88

のれん償却額 174 316

貸倒引当金の増減額（△は減少） △463 △64

賞与引当金の増減額（△は減少） △87 △303

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,353 13

販売促進引当金の増減額（△は減少） 15 △14

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 27 △94

商品券等回収損失引当金の増減額（△は減少） 446 423

店舗建替損失引当金の増減額（△は減少） 1,320 －

受取利息及び受取配当金 △521 △497

支払利息 937 769

持分法による投資損益（△は益） 53 △304

固定資産処分損益（△は益） 1,840 1,324

投資有価証券売却損益（△は益） 4 △198

投資有価証券評価損益（△は益） 25 19

受取補償金 △4,510 －

関係会社株式売却損益（△は益） △18,479 －

売上債権の増減額（△は増加） △5,295 △6,389

たな卸資産の増減額（△は増加） △290 1,518

仕入債務の増減額（△は減少） 8,364 6,625

未収入金の増減額（△は増加） △1,088 △1,384

長期前払費用の増減額（△は増加） 12 △117

その他 3,818 3,981

小計 25,458 30,395

利息及び配当金の受取額 475 467

利息の支払額 △903 △786

法人税等の支払額 △9,434 △5,610

法人税等の還付額 9,950 788

賃貸借契約解約に伴う支払額 △999 －

補償金の受取額 7,233 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 31,780 25,254
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年８月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △1,097 △415

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 1,110 847

有形及び無形固定資産の取得による支出 △40,497 △12,090

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 14

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
27,649 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 10 △5

長期貸付けによる支出 △5 △10

長期貸付金の回収による収入 104 24

その他 7,330 2,932

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,395 △8,703

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △35,600 △3,850

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 6,992 △5,199

長期借入れによる収入 15,500 －

長期借入金の返済による支出 △10,778 △6,957

社債の償還による支出 △500 －

自己株式の取得による支出 △74 △25

配当金の支払額 △2,364 △3,153

少数株主への配当金の支払額 △414 △414

その他 △435 △492

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,675 △20,092

現金及び現金同等物に係る換算差額 33 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,257 △3,534

現金及び現金同等物の期首残高 34,576 31,276

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 33,319 ※ 27,741
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（1）連結の範囲の重要な変更

 該当事項はありません。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

 該当事項はありません。

 

(会計方針の変更)

 該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年２月28日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年８月31日）

商品及び製品 28,951（百万円） 27,413（百万円）

仕掛品 463 511

原材料及び貯蔵品 275 247

 

※２ うち信託に係るものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年２月28日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年８月31日）

 
 

信託建物及び構築物（純額）

信託土地

信託その他（純額）
 

（百万円）

14,327

40,844

60
 

（百万円）

13,931
 

40,844

63
 

計
 

55,232
 

 
54,838

 
 

 ３ 保証債務

 
前連結会計年度

（平成26年２月28日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年８月31日）

 
 

従業員住宅他融資の保証

㈱ホワイトエキスプレス（フォーレ
スト㈱の関連会社）リース契約保証

 

（百万円）

21

－
 

（百万円）

19
 

53
 

計
 

21
 

 
73
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(四半期連結損益計算書関係)

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
　至 平成26年８月31日)

貸倒引当金繰入額 △180（百万円） 185（百万円）

役員報酬及び給料手当 22,661 22,620

賞与引当金繰入額 5,909 5,415

役員退職慰労引当金繰入額 11 3

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年３月１日
至 平成25年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日）

 

現金及び預金

預入期間が３か月を超える定期預金
 

（百万円）

37,176

△3,857
 

（百万円）

30,509

△2,767
 

現金及び現金同等物
 

33,319
 

 
27,741

 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年３月１日 至 平成25年８月31日)

 １ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月９日
取締役会

普通株式 2,377 4.50 平成25年２月28日 平成25年５月２日 利益剰余金

 

 ２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月８日
取締役会

普通株式 2,641 5.00 平成25年８月31日 平成25年11月11日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年８月31日)

 １ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月10日
取締役会

普通株式 3,168 6.00 平成26年２月28日 平成26年５月２日 利益剰余金

 

 ２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月７日
取締役会

普通株式 3,168 6.00 平成26年８月31日 平成26年11月10日 利益剰余金

（注）平成26年９月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。１株当たり配当額は、

当該株式併合が行われる前の金額を記載しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年３月１日 至 平成25年８月31日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 
百貨店
事業

パルコ
事業

卸売事業
クレジット
事業

その他
事業

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高         

(1)外部顧客への売上高 373,327 131,157 27,252 2,345 24,588 558,671 22 558,693

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

536 103 3,929 2,024 19,316 25,911 △25,911 －

計 373,864 131,261 31,182 4,370 43,904 584,583 △25,889 558,693

セグメント利益 8,685 5,846 558 1,452 1,541 18,084 △158 17,925

（注）１ セグメント利益の調整額△158百万円には、セグメント間取引消去1,119百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,277百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

四半期連結財務諸表提出会社の費用です。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

       （単位：百万円）

 百貨店事業 パルコ事業 卸売事業
クレジット
事業

その他事業 計 全社・消去 合計

減損損失 2,346 23 － － 66 2,436 － 2,436

 

 （のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

 （重要な負ののれん発生益）

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年８月31日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 
百貨店
事業

パルコ
事業

卸売事業
クレジット
事業

その他
事業

計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高         

(1)外部顧客への売上高 367,924 133,016 24,495 2,587 29,600 557,625 － 557,625

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

448 148 3,826 2,642 18,488 25,553 △25,553 －

計 368,373 133,165 28,321 5,230 48,088 583,178 △25,553 557,625

セグメント利益 8,706 6,192 506 1,791 1,225 18,422 △16 18,406

（注）１ セグメント利益の調整額△16百万円には、セグメント間取引消去1,332百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,349百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

四半期連結財務諸表提出会社の費用です。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

 （重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

Ｊ．フロント　リテイリング株式会社(E03516)

四半期報告書

21/24



(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
至 平成25年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日)

(1）１株当たり四半期純利益金額 77円49銭 29円56銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 20,464 7,801

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 20,464 7,801

普通株式の期中平均株式数（千株） 264,088 263,926

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 77円48銭 29円56銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 40 4

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ 平成16年５月27日開催定時株主
総会決議による第３回新株予約
権
（株式の数126,000株）

平成17年５月26日開催定時株主
総会決議による第４回新株予約
権
（株式の数150,500株）

（注）平成26年９月１日付で普通株式２株を１株に併合しております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行わ

れたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しており

ます。

 

(重要な後発事象)

  該当事項はありません。

 

 

２【その他】

平成26年10月７日開催の取締役会において、平成26年８月31日の最終の株主名簿に記録された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

決議年月日       平成26年10月７日

配当金の総額          3,168百万円

１株当たり配当額           6.00円
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成26年10月10日

Ｊ．フロント リテイリング株式会社

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小   市   裕   之   ㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鈴   木   博   貴   ㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 押   谷   崇   雄   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るＪ．フロント リテイリング株式会社の平成26年３月１日から平成27年２月28日までの連結会計年度
の第２四半期連結会計期間(平成26年６月１日から平成26年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間
(平成26年３月１日から平成26年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借
対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及
び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｊ．フロント リテイリング株式
会社及び連結子会社の平成26年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累
計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以 上
 
 
（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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